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研究成果の概要（和文）： 

地域 SNS の理論的検討等により、地域で多様な小集団がゆるやかに連携する構造が、持続
的な活動の活性化には望ましいこと、狭域での自治活動と、そこに参加するサブエリートの役
割が住民参加促進の鍵であることを明らかにした。また国内の地域 SNS を 5 類型化しそれぞ
れの特徴をまとめ、運営者・参加者へのアンケート調査等で実態を明らかにした。成果の一部
は、総務省『情報通信白書 平成 22 年度』で紹介された。また先進事例等をウェブサイトで
紹介した。 
 
 
研究成果の概要（英文）： 
This study analyzed local SNSs (Social Networking Services). A structure linking various 

civil society organizations and hobby circles may vitalize their activities.  Autonomy in 
neighborhood small community and role of sub-elites are key to progress local democracy. 
This study also analyzed 5 types of local SNSs.  They have different aims, functions and 
usages.  Some of outcomes are published in white paper "Information and 
Communications in Japan 2010" by Ministry of Internal Affairs and Communications. 
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１．研究開始当初の背景 
地域社会の活性化やまちづくりのための

ネットコミュニティ活用は、インターネット
普及の初期から国内外で取り組まれてきた。
海外では米国のミネソタ州（1994 年開始）、

国内では藤沢市（1996 年開始）などが代表
例である。国内では一時期、電子掲示板の活
用が全国に広がり、慶應義塾大学 SFC 研究
所らの調査（2002 年）によると、2002 年に
は733の地方自治体が電子掲示板を運用した。
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運営手法や効果の研究も盛んに行われた。だ
が、筆者の調査（2005 年、未公開）や、総
務省（2005 年）では、大多数の自治体電子
掲示板で活性度が低下し閉鎖が相次いだ。 

2004 年の末に熊本県八代市で誕生した地
域 SNS は「荒れ」や議論の硬直化などの電
子掲示板の課題を克服するために会員制を
とり、互いのプロフィールを明かしあい、自
分のペースで書ける「日記」機能や、必要に
応じてグループを形成できる機能などを特
徴としている。2005 年度からは総務省が実
証実験を進め、全国約 30 の地方自治体に普
及した。 
さらに、民間企業や NPO が運営する事例

が急増し、筆者の調査では 2009 年 2 月時点
で国内に 404 事例までに増加していた。また
複数の事例がその成果で高い評価を得てい
る一方、コミュニケーションが盛り上がらず
低迷している事例も少なくなかった。 

学術研究では、筆者ら（2007 年）と、河
井・遊橋ほか（2009 年）が書籍化されてい
た。学術論文や一般論文、雑誌記事では防災、
まちづくり、行政広報、環境保護、地域通貨
等のテーマで SNSの効果を検討する研究と、
ネットワーク分析によって構造的な特徴を
明らかにする研究が増えていた。 

地域 SNS 研究は、対象地域（都道府県、
市区町村、町内会等）の状況や運営方針、機
能、利用方法、参加者の属性等がそれぞれ異
なり、多様な発展を遂げているため、個別に
事例を分析しても他地域の参考になるとは
限らないという難しさがある（庄司 2008）。 

だがこの多様性こそが、登場から 5 年を経
過しても地域 SNS が普及・発展を続けてい
る原因でもあるため、多様性を維持・促進し
つつノウハウの共有や連携、運営のモデル化
を進めることが求められていたため、本研究
を企画した。また盛り上がりに欠け、現実の
地域社会との関わりが薄いまま低迷してい
る事例が多いことや、ミニブログ（Twitter）
等新しいツールの登場、携帯電話からのイン
ターネットアクセスの浸透など、ユーザーの
利用環境の変化への対応も課題となってい
ることも重要な背景であった。 
筆者は、2008・2009 年度の科研費研究「地

域 SNSの活用による地域活性化についての、
研究枠組みの構築」で、多数の現地聞き取り
調査、ネットワーク科学や社会学等に基づく
類型化やモデル化、評価方法の検討を行って
きた。また「地域 SNS 研究会」等の場を通
じて様々な先進事例等を紹介してきた。本研
究はその延長線上に位置づけられている。 
 
 
２．研究の目的 
本研究では、それまで筆者が進めてきた、

（仮説的・初歩的部分の残る）地域 SNS の

理―論的検討や類型化、モデル化、評価の検
討をさらに進め、より実際の運営に役立つも
のへと発展させることを目指した。 
そのために、文献調査、現地訪問調査、運

営者・参加者に対する大規模なアンケート調
査を行った。そして最終的には、狭義の SNS
だけではなく他の地域情報化プロジェクト
にも「人のつながり」の観点から知見を提供
し、学術的および実用的な貢献をすることを
目指した。 
 
 
３．研究の方法 
本研究の内容は「1．ガバナンス論におけ

る地域 SNSの理論的位置づけの整理とモデル
化」、「2．具体的な活性化手法と運用上の工
夫の収集・事例集化と因果関係の分析」、「3．
地域 SNSの多様性を反映した類型と評価指標
の改良」の三つの柱から成る。 
基本的に「１．」は文献調査を中心に行っ

た。 
「2．」は現地訪問調査（聞き取り調査）と

文献調査で行った。現地訪問調査は 1回 3 時
間以上の対面式で、複数の運営担当者（でき
れば利用者にも）に対し行うこととした。調
査票は 2007 年度から使用しているものを元
に改良した。「活性化手法」「運用上の工夫」
先進事例は、地域 SNS研究会のウェブサイト
等を通じて公開した。 
「3.」では運営者・参加者に対するアンケ

ート調査を行った。運営者アンケートの回答
総数は 45件であった。これは当時、国内に
ある地域 SNSの約１割弱という回答率であっ
たが、活動が活発な地域 SNS を概ね網羅して
いた。また運営者アンケートに回答した運営
者の協力により、利用者アンケート調査の回
答総数は 748件であった。 
研究成果は、学会発表、一般雑誌等への寄

稿、筆者主宰の「地域 SNS研究会」および「地
域 SNS全国フォーラム」のイベント等で広く
公表した。また特に、筆者が運営する「地域
SNS研究会 SNS」により随時、地域 SNS運営
者や他の研究者との情報交換を行い、フィー
ドバックを受けた。 
 
 
４．研究成果 
SNS 型ネットコミュニティを地方自治や地

域活性化、ソーシャルキャピタル醸成などに
活用する「地域 SNS」について、文献調査、
現地訪問調査、アンケート調査等により、理
論的検討や類型化、モデル化、評価指標の検
討を進めた。2005年の地域 SNS誕生期から各
地の運営者や研究者と築いてきた協力関係
を活かし、事象の全体像を捉えた研究となっ
た。 
 



 

 

（１）ガバナンス論における地域 SNSの理論
的位置づけの整理 
「ネットワークによるガバナンス」論

（Goldsmith and Eggers,2004））や（R. Putnam, 
1993）らの社会関係資本の議論等を元に地域
SNS を考察し、地域で多様な市民団体・サー
クル等がゆるやかに連携する構造が、それら
の持続的活性化にとって望ましいことが示
唆された。 
またこのような活動への住民の参加促進

については、静岡県掛川市の市民総代会地区
集会やデンマーク・コペンハーゲン市のロー
カル委員会のような挟域の自治活動と、そこ
に参加するサブエリート「エブリデイ・メー
カー」（Bang, 2004）の役割が鍵であると整
理した。 
 
（２）具体的な活性化手法と運用上の工夫の
収集・事例集化と因果関係の分析 
訪問調査は、静岡県掛川市（「e じゃん掛

川」）、愛知県安城市（「あんみつ」）、福島県
会津地方（「会津シコン」）、茨城県ひたちな
か市（「ひなたねっと」）等に対して行った。 
イベント開催や新たなソーシャルメディ

アとの連携・役割分担の方法など、地域 SNS
を具体的に地域社会で役に立たせるための
様々な手法や、コミュニティを持続可能なも
のにするための運用上の工夫等について事
例を収集しウェブサイト等を通じて公開し
た。 
なお、研究計画当初はあまり想定していな

かったことであるが、2010年から国内の地域
SNS の設置数は減少に転じた。そのため、地
域 SNS を閉鎖し Facebook 等の他のツールへ
移行する際のノウハウ等に関する事例収集
も行った。 
 
（３）地域 SNSの多様性を反映した類型と評
価 
地域 SNSは、対象とする地域の広さや状況、

運営の目的や方針、参加者の個性などがじつ
に多様である。したがって、その特徴や運営
手法の効果を検討するためには、複数の類型
を想定することが有効であると考えられる。
そこで地域 SNS を「対象地域の広さ」と「紐
帯の強弱への志向（人間関係重視か情報流通
重視か）」により 5 類型化し、各類型の運営
目的や方針、機能等の特徴をまとめた。 
また運営者・参加者へのアンケート調査を

行い、そのデータ等をもとに地域 SNSの基本
的な姿を明らかにした。 
回答のあった地域ＳＮＳの運営母体の属

性は「民間企業（２２％）」が最も多く、次
いで複数主体の組み合わせによる「共同運営
（２０％）」「任意団体（１８％）」「地方自治
体（１６％）」「ＮＰＯ法人（１１％）」とい
う結果であった。多種多様な主体によって運

営されている。 
また、地域ＳＮＳが対象とする範囲は「市

区町村」が最も多く 53％、次いで「都道府県」
が 27％、「複数の市区町村」が 16％、「町内
会・小学校区」は２％であった。 
回答のあった地域 SNS の利用者数の平均

は 1,455 人であり、最も多かった地域ＳＮＳ
で 10,655 人、中央値は 794 人であった。友
人の数の平均は 8 人、コミュニティ数の平均
は 215 であった。 

現在運営している地域ＳＮＳの目的とし
て、13 の項目を例示し、重要度について「高
い」「やや高い」「どちらでもない」「やや低
い」「低い」の５件法で回答を得たところ、「高
い」と回答した割合が３０％以上となったの
は「市民の交流の促進（７５．６％）」「サー
クル・市民活動の活性化（７５．６％）」「地
域内での情報の流通・蓄積・発信（６０．
０％）」「新たな地域メディアやアーカイブづ
くり（３７．８％）」「地域外への地域情報発
信（３３．３％）」「住民と行政の協働促進（３
１．１％）」であった。市民活動の活性化・
市民交流の促進や、地域内外への情報流通の
重要度が特に高い結果となっている。 
地域ＳＮＳ利用者を年代別にみると、30

代以上が圧倒的多数を占めており、１０代・
２０代の割合は７％であった。一般のＳＮＳ
の利用者は若年層が高い傾向にあるが、地域
ＳＮＳは中年層以上の利用が高いのが特徴
といえる。また、性別では男性が 69.5％、女
性が 30.5％と圧倒的に男性の割合が高い。利
用者の家族構成は、中年層以上が多いためか
「二人以上子供同居（50.0％）」が最も多く、
「二人以上子供なし（38.4％）」「１人暮らし
（11.6％）」であった。 
地域 SNS は、オンラインでのコミュニケ

ーションにとどまらず、オフラインでの活動
が活発であるという特徴がある。先進事例で
は、公式・非公式のオフ会や参加者が集う場
所づくりがなされている。また地域ＳＮＳの
利用頻度が高いほどオフ会への参加経験も
高く、利用頻度とオフ会への参加経験には非
常に高い相関がみられる。 

地域ＳＮＳの利用の主な効果として１０
の項目を例示し、「そう思う」「ややそう思う」
「どちらでもない」「あまりそう思わない」
「そう思わない」の５件法により回答を得た
ところ、「そう思う」と「ややそう思う」と
回答した割合の合計でみると、「地域につい
て新しい知識と情報を得た」が 76.3％、「新
しい友人・知人が増えた」が 70.4％、「地元
の自然環境や文化への愛着が深まった」が
63.1％と高い結果となった。地域ＳＮＳがな
ければ得られなかった「人との出会い」「地
域情報の入手」「地元への愛着」が特に高い
効用として評価されている。また、「町内会
など地域活動への参加が増えた（20.2％）」以



 

 

外のほとんどの項目で 30％以上の利用者が
効果ありと回答しており、既存の友人との絆
を深めたり、自治体の施策が身近に感じられ
たり、地元への購買機会が増えたりするなど、
地域生活を豊かにする効果が高いことがわ
かった。 
 
（４）総括 
 本研究期間中に、Twitter や Facebookなど
新たなツールの利用が広がり、狭義の地域
SNS が減少に転じるなど、地域ソーシャルメ
ディアには転機が訪れた。 

地域 SNS の設置が相次いだ 2006 年～2007
年当時、地域社会でソーシャルメディアを活
用しようという地方自治体が、独自に地域
SNS を立ち上げることには一定の合理性があ
った。当時の大手 SNS の代表格である mixi
には拡張性はほとんどなく、独自の機能を追
加することなどはできなかった。ソーシャル
メディアが人のつながり、ひいては社会に与
える影響に対しても関心が低く、民間企業の
運営する SNSを政治・行政的など公的な目的
で使うことなどは考えにくかった。 
しかし大手ソーシャルメディアは拡張性

が高いものとなり、また社会的な認知度も高
まってユーザー数が大幅に増加した。諸外国
のさまざまな事件や国内の政権交代の影響
で、ソーシャルメディアの社会的影響力や意
義に対する理解も広がった。そのためこれま
で地域 SNSを設置してきたような目的でも大
手ソーシャルメディアを利用することに合
理性が出てきた。実際、新たに地域ソーシャ
ルメディアに参入する場合には Twitter や
Facebook を利用するケースが増えている。 

先進事例が示しているように、既存の地域
SNS を社会基盤として発展させていくことも
可能であるが、運営モデル・ビジネスモデル
の確立など解決していない課題は多い。 
 どのツールを用いるかという観点を離れ
れば、地域社会において人のつながりを作り
直したりコミュニケーションを活性化させ
たりする目的で情報通信技術を活用すると
いう取組みはむしろ増加の傾向にあるとい
え、本研究はそうした新たな取組みに対して
も有益な知見を提供するものと考える。 
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